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ID: 1283   

担当部署: 住民課  

処分の概要 高額介護合算療養費の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 
国民健康保険法 第57条の3第1項 

法 令 番 号 昭和33年法律第192号 

【基準】 

 法第57条の3第1項の規定による。 

 (高額介護合算療養費) 

第57条の3 市町村及び組合は、一部負担金等の額(前条第1項の高額療養費が支給される場合

にあつては、当該支給額に相当する額を控除して得た額)並びに介護保険法第51条第1項に

規定する介護サービス利用者負担額(同項の高額介護サービス費が支給される場合にあつ

ては、当該支給額を控除して得た額)及び同法第61条第1項に規定する介護予防サービス利

用者負担額(同項の高額介護予防サービス費が支給される場合にあつては、当該支給額を控

除して得た額)の合計額が著しく高額であるときは、世帯主又は組合員に対し、高額介護合

算療養費を支給する。ただし、当該一部負担金等の額に係る療養の給付、保険外併用療養費

の支給、療養費の支給、訪問看護療養費の支給若しくは特別療養費の支給又は第56条第2項

の規定による差額の支給を受けなかつたときは、この限りでない。 

2 前条第2項の規定は、高額介護合算療養費の支給について準用する。 

 

 国民健康保険における高額介護合算療養費の支給等の事務の取扱いについて(平成21年4月

3日保国発第0403002号)参照 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1284   

担当部署: 住民課  

処分の概要 被保険者証の再交付 

法 令 名 

根 拠 条 項 
国民健康保険法施行規則 第7条第1項 

法 令 番 号 昭和33年厚生省令第53号 

【基準】 

 省令第7条の規定による。 

(被保険者証の再交付及び返還) 

第7条 世帯主は、その世帯に属する被保険者に係る被保険者証を破り、汚し、又は失つたと

きは、直ちに、第1号に掲げる事項を記載した申請書を当該世帯主が住所を有する市町村に

提出し、第2号に掲げる書類(当該申請書に被保険者の個人番号を記載しない場合に限る。)

を提示して、その再交付を申請しなければならない。 

(1) 次に掲げる事項 

イ 被保険者の氏名、性別及び生年月日 

ロ 被保険者の個人番号又は被保険者記号・番号 

ハ 再交付申請の理由 

(2) 世帯主の氏名及び生年月日又は住所(以下この条において「個人識別事項」という。)

が記載された書類であつて、次のいずれかに該当するもの 

イ 個人番号カード(行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律第2条第7項に規定する個人番号カードをいう。以下同じ。)又は行政手続にお

ける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行規則(平成26年内閣

府・総務省令第3号)第1条第1号に掲げる書類 

ロ イに掲げるもののほか、官公署から発行され、又は発給された書類その他これに類す

る書類であつて、写真の表示その他の当該書類に施された措置によつて、当該世帯主が

当該書類に記載された個人識別事項により識別される特定の個人と同一の者であるこ

とを確認することができるものとして当該世帯主が住所を有する市町村が適当と認め

るもの 

ハ イ及びロに掲げるもののほか、介護保険の被保険者証、国民年金手帳、児童扶養手当

証書若しくは特別児童扶養手当証書又は官公署から発行され、若しくは発給された書

類その他これに類する書類であつて当該世帯主が住所を有する市町村が適当と認める

もののうち2以上の書類 

2 被保険者証を破り、又は汚した場合の前項の申請には、同項の申請書に、その被保険者証

を添えなければならない。 

3 世帯主は、被保険者証の再交付を受けた後、失つた被保険者証を発見したときは、直ちに、

発見した被保険者証を当該世帯主が住所を有する市町村に返還しなければならない。 

4 世帯主以外の者が世帯主を代理して第1項の申請をする場合には、同項第1号に掲げる事項

を記載した申請書を当該世帯主が住所を有する市町村に提出し、当該世帯主以外の者の個

人識別事項が記載された書類であつて、当該世帯主以外の者に係る同項第2号イからハまで

のいずれかに該当するもの(当該申請書に被保険者の個人番号を記載しない場合に限る。)

を提示して、その再交付を申請しなければならない。この場合において、当該世帯主以外の

者は、当該申請書に、当該世帯主以外の者の個人識別事項が記載された書類であつて、当該

個人識別事項により識別される特定の個人が世帯主の依頼により又は法令の規定により世
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帯主の代理人として再交付の申請をすることを証明するものとして次に掲げるいずれかの

書類を添えなければならない。 

(1) 世帯主の代理人として再交付を申請する者が法定代理人である場合には、戸籍謄本そ

の他その資格を証明する書類 

(2) 世帯主の代理人として再交付を申請する者が法定代理人以外の者である場合には、委

任状 

(3) 前2号に掲げる書類を添えることが困難である場合には、官公署から世帯主に対し1に

限り発行され、又は発給された書類その他の世帯主の代理人として再交付の申請をする

ことを証明するものとして当該世帯主が住所を有する市町村が適当と認める書類 

5 前項後段の規定にかかわらず、市町村は、同項各号に掲げる書類により証明すべき事実を

公簿等によつて確認することができるとき又は同項の世帯主以外の者が当該世帯主と同一

の世帯に属する者であるときは、当該書類を省略させることができる。 

 

標準処理期間 7日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1285   

担当部署: 住民課  

処分の概要 高齢受給者証の交付 

法 令 名 

根 拠 条 項 
国民健康保険法施行規則 第7条の4第1項 

法 令 番 号 昭和33年厚生省令第53号 

【基準】 

 省令第7条の4第1項の規定による。 

(高齢受給者証の交付等) 

第7条の4 市町村は、法第42条第1項第3号又は第4号の規定の適用を受ける被保険者の属する

世帯の世帯主(当該市町村の区域内に住所を有する世帯主に限る。)に対し、当該被保険者に

係る様式第1号の2の2による被保険者証を交付した場合を除き、様式第1号の4又は様式第1

号の5による一部負担金の割合を記載した証(以下「高齢受給者証」という。)を、有効期限

を定めて交付しなければならない。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1286   

担当部署: 住民課  

処分の概要 高齢受給者証の再交付 

法 令 名 

根 拠 条 項 
国民健康保険法施行規則 第7条の4第4項 

法 令 番 号 昭和33年厚生省令第53号 

【基準】 

 省令第7条の4第4項の規定による。 

(高齢受給者証の交付等) 

第7条の4 

4 世帯主は、その世帯に属する被保険者に係る高齢受給者証を破り、汚し、又は失つたとき

は、直ちに次に掲げる事項を記載した申請書を当該世帯主が住所を有する市町村に提出し、

第7条第1項第2号に掲げる書類(当該申請書に被保険者の個人番号を記載しない場合に限

る。)を提示して、その再交付を申請しなければならない。 

(1) 被保険者の氏名、性別及び生年月日 

(2) 被保険者の個人番号又は被保険者記号・番号 

(3) 再交付申請の理由 

 

標準処理期間 7日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1287   

担当部署: 住民課  

処分の概要 特定疾病受療証の再交付 

法 令 名 

根 拠 条 項 
国民健康保険法施行規則 第27条の13第8項 

法 令 番 号 昭和33年厚生省令第53号 

【基準】 

 省令第27条の13第8項の規定による。 

 (特定疾病に係る市町村又は組合の認定) 

第27条の13 

8 世帯主又は組合員は、特定疾病受療証を破り、汚し、又は失つたときは、直ちに申請書を

当該世帯主が住所を有する市町村又は組合に提出して、その再交付を申請しなければなら

ない。 

 

標準処理期間 7日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1288   

担当部署: 住民課  

処分の概要 限度額適用認定証の交付 

法 令 名 

根 拠 条 項 
国民健康保険法施行規則 第27条の14の2第2項 

法 令 番 号 昭和33年厚生省令第53号 

【基準】 

 省令第27条の14の2第2項の規定による。 

(令第29条の4第1項第1号又は第2号の市町村又は組合の認定) 

第27条の14の2 

2 市町村又は組合は、認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員であつて、次

の各号に掲げる区分に応じて、当該各号に定める様式による限度額適用認定証(以下この条

において「限度額適用認定証」という。)の交付を受けようとするものから申請書の提出が

あつたときは、限度額適用認定証を、当該世帯主又は組合員に交付しなければならない。た

だし、当該被保険者が減額認定証の交付を受けており、市町村又は組合が当該減額認定証に

限度額適用認定証を兼ねる旨を明記した場合は、この限りでない。 

(1) 市町村 様式第1号の8による限度額適用認定証 

(2) 組合 様式第1号の8の2による限度額適用認定証 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1289   

担当部署: 住民課  

処分の概要 限度額適用認定証の再交付(第26条の3第5項の準用) 

法 令 名 

根 拠 条 項 
国民健康保険法施行規則 第27条の14の2第5項 

法 令 番 号 昭和33年厚生省令第53号 

【基準】 

 省令第27条の14の2第5項及び準用する省令第26条の3第5項の規定による。 

(令第29条の4第1項第1号又は第2号の市町村又は組合の認定) 

第27条の14の2 

5 第7条の2(第3項ただし書を除く。)及び第26条の3第5項から第8項までの規定は、限度額適

用認定証について準用する。 

 

 (食事療養標準負担額の減額に係る市町村又は組合の認定) 

第26条の3 

5 世帯主又は組合員は、食事療養減額認定証を破り、汚し、又は失つたときは、直ちに申請

書を当該世帯主が住所を有する市町村又は組合に提出して、その再交付を申請しなければ

ならない。 

 

標準処理期間 7日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1291   

担当部署: 住民課  

処分の概要 特別療養証明書の交付 

法 令 名 

根 拠 条 項 
国民健康保険法施行規則 第28条第2項 

法 令 番 号 昭和33年厚生省令第53号 

【基準】 

 省令第28条第2項の規定による。 

 (特別療養給付の申請) 

第28条 

2 前項の規定による申請書が提出されたときは、市町村又は組合は、次の各号に掲げる区分

に応じて、当該各号に定める様式による特別療養証明書(以下この条において「特別療養証

明書」という。)を、遅滞なく、前項の者の属する世帯の世帯主又は組合員に交付しなけれ

ばならない。ただし、前項の者が被保険者の資格を喪失した際その世帯主又は組合員が前項

の者に係る被保険者資格証明書の交付を受けていた場合は、この限りでない。 

(1) 市町村 様式第2による特別療養証明書 

(2) 組合 様式第2の2による特別療養証明書 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1292   

担当部署: 住民課  

処分の概要 特別療養証明書の再交付 

法 令 名 

根 拠 条 項 
国民健康保険法施行規則 第28条第6項 

法 令 番 号 昭和33年厚生省令第53号 

【基準】 

 省令第28条第6項の規定による。 

 (特別療養給付の申請) 

第28条 

6 世帯主又は組合員は、特別療養証明書を破り、汚し、又は失つたときは、直ちに申請書を

当該世帯主が住所を有する市町村又は組合に提出して、その再交付を申請しなければなら

ない。 

 

標準処理期間 7日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1294   

担当部署: 教育委員会事務局 教育課  

処分の概要 歴史的風致維持向上支援法人の指定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律 第34条第1項 

法 令 番 号 平成20年法律第40号 

【基準】 

 法第34条第1項の規定による。 

 (歴史的風致維持向上支援法人の指定) 

第34条 市町村長は、一般社団法人若しくは一般財団法人又は特定非営利活動促進法(平成10

年法律第7号)第2条第2項に規定する特定非営利活動法人であって、次条に規定する業務を

適正かつ確実に行うことができると認められるものを、その申請により、歴史的風致維持向

上支援法人(以下「支援法人」という。)として指定することができる。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1304   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 都市再生推進法人の指定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
都市再生特別措置法 第118条第1項 

法 令 番 号 平成14年法律第22号 

【基準】 

 法第118条第1項の規定による。 

 (都市再生推進法人の指定) 

第118条 市町村長は、特定非営利活動促進法第2条第2項の特定非営利活動法人、一般社団法

人若しくは一般財団法人又はまちづくりの推進を図る活動を行うことを目的とする会社で

あって、次条に規定する業務を適正かつ確実に行うことができると認められるものを、その

申請により、都市再生推進法人(以下「推進法人」という。)として指定することができる。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1315   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 中心市街地共同住宅供給事業の計画の認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
中心市街地の活性化に関する法律 第22条第1項 

法 令 番 号 平成10年法律第92号 

【基準】 

 法第23条の規定による。 

 (認定の基準) 

第23条 市町村長は、前条第1項の認定(以下この条から第29条までにおいて「計画の認定」と

いう。)の申請があった場合において、当該申請に係る同項の計画が次に掲げる基準に適合

すると認めるときは、計画の認定をすることができる。 

(1) 第9条第2項第4号に掲げる事項として認定基本計画に定められているものに適合する

ものであること。 

(2) 良好な住居の環境の確保その他の市街地の環境の確保又は向上に資するものである

こと。 

(3) 都市福利施設(居住者の共同の福祉又は利便のため必要なものに限る。以下この号及

び第7号において同じ。)の整備と併せて建設し、又は都市福利施設と隣接し、若しくは近

接するものであること。 

(4) 共同住宅が地階を除く階数が3以上の建築物の全部又は一部をなすものであり、かつ、

当該建築物の敷地面積が国土交通省令で定める規模以上であること。 

(5) 住宅の戸数が、国土交通省令で定める戸数以上であること。 

(6) 住宅の規模、構造及び設備が、当該住宅の入居者の世帯構成等を勘案して国土交通省

令で定める基準に適合するものであること。 

(7) 共同住宅の建設の事業(当該事業と併せて都市福利施設の整備を行う場合には当該都

市福利施設の整備に関する事業を含む。)に関する資金計画が、当該事業を確実に遂行す

るため適切なものであること。 

(8) 住宅が賃貸住宅である場合にあっては、次に掲げる基準に適合するものであること。 

イ 賃貸住宅の賃借人の資格を、次の(1)又は(2)に掲げる者としているものであること。 

{1} 自ら居住するため住宅を必要とする者 

{2} 自ら居住するため住宅を必要とする者に対し住宅を賃貸する事業を行う者 

ロ 賃貸住宅の家賃の額が、近傍同種の住宅の家賃の額と均衡を失しないよう定められ

るものであること。 

ハ 賃貸住宅の賃借人の募集及び選定の方法並びに賃貸の条件が、国土交通省令で定め

る基準に従い適正に定められるものであること。 

ニ 賃貸住宅の管理の方法が、国土交通省令で定める基準に適合するものであること。 

ホ 賃貸住宅の管理の期間が、住宅事情の実態を勘案して国土交通省令で定める期間以

上であること。 

(9) 住宅が分譲住宅である場合にあっては、次に掲げる基準に適合するものであること。 

イ 分譲住宅の譲受人の資格を、次の(1)から(3)までのいずれかに掲げる者としている

ものであること。 

{1} 自ら居住するため住宅を必要とする者 

{2} 親族の居住の用に供するため自ら居住する住宅以外に住宅を必要とする者 
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{3} 自ら居住するため住宅を必要とする者に対し住宅を賃貸する事業を行う者 

ロ 分譲住宅の価額が、近傍同種の住宅の価額と均衡を失しないよう定められるもので

あること。 

ハ 分譲住宅の譲受人の募集及び選定の方法並びに譲渡の条件が、国土交通省令で定め

る基準に従い適正に定められるものであること。 

ニ 譲渡後の分譲住宅の用途の住宅以外の用途への変更の規制が、建築基準法(昭和25年

法律第201号)第69条又は第76条の3第1項の規定による建築協定の締結により行われる

ものであることその他の国土交通省令で定める基準に従って行われるものであるこ

と。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1316   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 認定計画の変更認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
中心市街地の活性化に関する法律 第25条第1項 

法 令 番 号 平成10年法律第92号 

【基準】 

 法第25条の規定による。 

 (認定計画の変更) 

第25条 計画の認定を受けた者(次条から第31条まで及び第81条において「認定事業者」とい

う。)は、当該計画の認定を受けた第22条第1項の計画(第28条及び第31条において「認定計

画」という。)の変更(国土交通省令で定める軽微な変更を除く。)をしようとするときは、

市町村長の認定を受けなければならない。 

2 前2条の規定は、前項の規定による変更の認定について準用する。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1317   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 地位の承継の承認 

法 令 名 

根 拠 条 項 
中心市街地の活性化に関する法律 第27条 

法 令 番 号 平成10年法律第92号 

【基準】 

 法第27条の規定による。 

 (地位の承継) 

第27条 認定事業者の一般承継人又は認定事業者から中心市街地共同住宅供給事業を実施す

る区域の土地の所有権その他当該中心市街地共同住宅供給事業の実施に必要な権原を取得

した者は、市町村長の承認を受けて、当該認定事業者が有していた計画の認定に基づく地位

を承継することができる。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1320   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 中心市街地整備推進機構の指定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
中心市街地の活性化に関する法律 第61条第1項 

法 令 番 号 平成10年法律第92号 

【基準】 

 法第61条第1項の規定による。 

 (中心市街地整備推進機構の指定) 

第61条 市町村長は、営利を目的としない法人であって、次条に規定する業務を適正かつ確実

に行うことができると認められるものを、その申請により、中心市街地整備推進機構(以下

「推進機構」という。)として指定することができる。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1340   

担当部署: 建設課  

処分の概要 沿道整備推進機構の指定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
幹線道路の沿道の整備に関する法律 第13条の2第1項 

法 令 番 号 昭和55年法律第34号 

【基準】 

 法第13条の2第1項の規定による。 

 (沿道整備推進機構の指定) 

第13条の2 市町村長は、一般社団法人又は一般財団法人であつて、次条に規定する業務を適

正かつ確実に行うことができると認められるものを、その申請により、沿道整備推進機構

(以下「機構」という。)として指定することができる。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1369   

担当部署: 建設課  

処分の概要 
造成宅地防災区域の指定に係る測量又は調査のための障害物の伐除の許可(第5

条第1項の準用) 

法 令 名 

根 拠 条 項 
宅地造成等規制法 第20条第3項 

法 令 番 号 昭和36年法律第191号 

【基準】 

 準用する法第5条第1項の規定による。 

 (障害物の伐除及び土地の試掘等) 

第5条 前条第1項の規定により他人の占有する土地に立ち入つて測量又は調査を行う者は、

その測量又は調査を行うに当たり、やむを得ない必要があつて、障害となる植物若しくは

垣、さく等(以下「障害物」という。)を伐除しようとする場合又は当該土地に試掘若しくは

ボーリング若しくはこれに伴う障害物の伐除(以下「試掘等」という。)を行おうとする場合

において、当該障害物又は当該土地の所有者及び占有者の同意を得ることができないとき

は、当該障害物の所在地を管轄する市町村長の許可を受けて当該障害物を伐除し、又は当該

土地の所在地を管轄する都道府県知事の許可を受けて当該土地に試掘等を行うことができ

る。この場合において、市町村長が許可を与えようとするときは障害物の所有者及び占有者

に、都道府県知事が許可を与えようとするときは土地又は障害物の所有者及び占有者に、あ

らかじめ、意見を述べる機会を与えなければならない。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1455   

担当部署: 住民課  

処分の概要 一般廃棄物収集・運搬業の許可の更新 

法 令 名 

根 拠 条 項 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第7条第2項 

法 令 番 号 昭和45年法律第137号 

【基準】 

 法第7条第2項の規定による。 

 (一般廃棄物処理業) 

第7条  

2 前項の許可は、1年を下らない政令で定める期間ごとにその更新を受けなければ、その期間

の経過によつて、その効力を失う。 

 

標準処理期間 20日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1456   

担当部署: 住民課  

処分の概要 一般廃棄物処分業の許可の更新 

法 令 名 

根 拠 条 項 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第7条第7項 

法 令 番 号 昭和45年法律第137号 

【基準】 

 法第7条第7項の規定による。 

 (一般廃棄物処理業) 

第7条  

7 前項の許可は、1年を下らない政令で定める期間ごとにその更新を受けなければ、その期間

の経過によつて、その効力を失う。 

 

標準処理期間 20日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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1 

ID: 1530   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 介護給付費等の負担額の特例認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 第31条 

法 令 番 号 平成17年法律第123号 

【基準】 

 法第31条の規定による。  

 (介護給付費等の額の特例) 

第31条 市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることにより、障害福

祉サービスに要する費用を負担することが困難であると認めた支給決定障害者等が受ける

介護給付費又は訓練等給付費の支給について第29条第3項の規定を適用する場合において

は、同項第2号中「額)」とあるのは、「額)の範囲内において市町村が定める額」とする。 

2 前項に規定する支給決定障害者等が受ける特例介護給付費又は特例訓練等給付費の支給

について前条第3項の規定を適用する場合においては、同項中「を控除して得た額を基準と

して、市町村が定める」とあるのは、「の範囲内において市町村が定める額を控除して得た

額とする」とする。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1539   

担当部署: 住民課  

処分の概要 特定疾病給付対象療養に係る市町村又は組合の認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
国民健康保険法施行令 第29条の2第7項 

法 令 番 号 昭和33年政令第362号 

【基準】 

 政令第29条の2第7項の規定による。 

 (月間の高額療養費の支給要件及び支給額) 

第29条の2 

7 被保険者が特定疾病給付対象療養(特定給付対象療養(当該被保険者が次項の規定による

市町村又は組合の認定を受けた場合における同項に規定する療養を除く。)のうち健康保険

法施行令第41条第7項に規定する厚生労働大臣が定める医療に関する給付が行われるべき

ものをいう。第29条の3第8項において同じ。)を受けた場合において、当該特定疾病給付対

象療養を受けた被保険者が厚生労働省令で定めるところにより市町村又は組合の認定を受

けたものであり、かつ、当該被保険者が同一の月にそれぞれ一の病院等から受けた当該特定

疾病給付対象療養に係る第1項第1号イからヌまでに掲げる額が高額療養費算定基準額を超

えるときは、当該同号イからヌまでに掲げる額から高額療養費算定基準額を控除した額を

高額療養費として支給する。 

 

 省令第27条の12の2第1項及び第2項の規定による。 

(特定疾病給付対象療養に係る市町村又は組合の認定) 

第27条の12の2 令第29条の2第7項の規定による市町村又は組合の認定(以下この条において

「認定」という。)を受けようとする被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員は、次に掲

げる事項を、健康保険法施行令(大正15年勅令第243号)第41条第7項に規定する厚生労働大

臣が定める医療に関する給付の実施機関(以下この条において「実施機関」という。)を経由

して、当該世帯主が住所を有する市町村又は組合に申し出なければならない。 

(1) 認定を受けようとする被保険者の氏名、生年月日及び個人番号 

(2) 認定を受けようとする被保険者が受けるべき健康保険法施行令第41条第7項に規定す

る厚生労働大臣が定める医療に関する給付の名称 

(3) 被保険者記号・番号 

2 認定を受けようとする被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員は、前項の申出の際に、

令第29条の3第1項各号又は第4項各号に掲げる場合のいずれかに該当している旨を証する

書類を提出しなければならない。ただし、市町村又は組合は、当該事実を公簿等又はその写

しによつて確認することができるときは、当該書類を省略させることができる。 

 

標準処理期間 7日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1541   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 障害物の伐除の許可 

法 令 名 

根 拠 条 項 
都市計画法 第26条第1項及び第3項 

法 令 番 号 昭和43年法律第100号 

【基準】 

 法第26条の規定による。  

 (障害物の伐除及び土地の試掘等) 

第26条 前条第1項の規定により他人の占有する土地に立ち入つて測量又は調査を行う者は、

その測量又は調査を行うに当たり、やむを得ない必要があつて、障害となる植物若しくは

垣、柵等(以下「障害物」という。)を伐除しようとする場合又は当該土地に試掘若しくはボ

ーリング若しくはこれらに伴う障害物の伐除(以下「試掘等」という。)を行おうとする場合

において、当該障害物又は当該土地の所有者及び占有者の同意を得ることができないとき

は、当該障害物の所在地を管轄する市町村長の許可を受けて当該障害物を伐除し、又は当該

土地の所在地を管轄する都道府県知事(市の区域内にあつては、当該市の長。以下「都道府

県知事等」という。)の許可を受けて当該土地に試掘等を行うことができる。この場合にお

いて、市町村長が許可を与えようとするときは障害物の所有者及び占有者に、都道府県知事

等が許可を与えようとするときは土地又は障害物の所有者及び占有者に、あらかじめ、意見

を述べる機会を与えなければならない。 

2 前項の規定により障害物を伐除しようとする者又は土地に試掘等を行なおうとする者は、

伐除しようとする日又は試掘等を行なおうとする日の3日前までに、その旨を当該障害物又

は当該土地若しくは障害物の所有者及び占有者に通知しなければならない。 

3 第1項の規定により障害物を伐除しようとする場合(土地の試掘又はボーリングに伴う障

害物の伐除をしようとする場合を除く。)において、当該障害物の所有者及び占有者がその

場所にいないためその同意を得ることが困難であり、かつ、その現状を著しく損傷しないと

きは、国土交通大臣、都道府県若しくは市町村又はその命じた者若しくは委任した者は、前

2項の規定にかかわらず、当該障害物の所在地を管轄する市町村長の許可を受けて、ただち

に、当該障害物を伐除することができる。この場合においては、当該障害物を伐除した後、

遅滞なく、その旨をその所有者及び占有者に通知しなければならない。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1564   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 

都市再生歩行者経路協定の認可(法第45条の13第3項において準用する退避経路

協定、第45条の14第3項において準用する退避施設協定、第45条の21第3項にお

いて準用する非常用電気等供給施設協定、第73条第2項において準用する都市再

生整備歩行者経路協定及び第109条の4第3項において準用する立地誘導促進施

設協定を含む。) 

法 令 名 

根 拠 条 項 
都市再生特別措置法 第45条の2第4項 

法 令 番 号 平成14年法律第22号 

【基準】 

 法第45条の2第4項及び第45条の4第1項の規定による。 

 (都市再生歩行者経路協定の締結等) 

第45条の2  

4 都市再生歩行者経路協定は、市町村長の認可を受けなければならない。 

 

 (都市再生歩行者経路協定の認可) 

第45条の4 市町村長は、第45条の2第4項の認可の申請が次の各号のいずれにも該当するとき

は、同項の認可をしなければならない。 

(1) 申請手続が法令に違反しないこと。 

(2) 土地又は建築物等の利用を不当に制限するものでないこと。 

(3) 第45条の2第2項各号に掲げる事項(当該都市再生歩行者経路協定において協定区域隣

接地を定める場合にあっては、当該協定区域隣接地に関する事項を含む。)について国土

交通省令で定める基準に適合するものであること。 

(4) その他当該都市再生緊急整備地域の地域整備方針に適合するものであること。 

2 市町村長は、第45条の2第4項の認可をしたときは、国土交通省令で定めるところにより、

その旨を公告し、かつ、当該都市再生歩行者経路協定を当該市町村の事務所に備えて公衆の

縦覧に供するとともに、協定区域である旨を当該協定区域内に明示しなければならない。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 1565   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 

都市再生歩行者経路協定の変更認可(法第45条の13第3項において準用する退避

経路協定、第45条の14第3項において準用する退避施設協定、第45条の21第3項

において準用する非常用電気等供給施設協定、第73条第2項において準用する都

市再生整備歩行者経路協定及び第109条の4第3項において準用する立地誘導促

進施設協定を含む。) 

法 令 名 

根 拠 条 項 
都市再生特別措置法 第45条の5第1項 

法 令 番 号 平成14年法律第22号 

【基準】 

 法第45条の5の規定による。 

 (都市再生歩行者経路協定の変更) 

第45条の5 協定区域内の土地に係る土地所有者等(当該都市再生歩行者経路協定の効力が及

ばない者を除く。)は、都市再生歩行者経路協定において定めた事項を変更しようとする場

合においては、その全員の合意をもってその旨を定め、市町村長の認可を受けなければなら

ない。 

2 前2条の規定は、前項の変更の認可について準用する。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 1566   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 

都市再生歩行者経路協定の廃止の認可(法第45条の13第3項において準用する退

避経路協定、第45条の14第3項において準用する退避施設協定、第45条の21第3

項において準用する非常用電気等供給施設協定、第73条第2項において準用する

都市再生整備歩行者経路協定及び第109条の4第3項において準用する立地誘導

促進施設協定を含む。) 

法 令 名 

根 拠 条 項 
都市再生特別措置法 第45条の9第1項 

法 令 番 号 平成14年法律第22号 

【基準】 

 法第45条の9第1項の規定による。 

 (都市再生歩行者経路協定の廃止) 

第45条の9 協定区域内の土地に係る土地所有者等(当該都市再生歩行者経路協定の効力が及

ばない者を除く。)は、第45条の2第4項又は第45条の5第1項の認可を受けた都市再生歩行者

経路協定を廃止しようとする場合においては、その過半数の合意をもってその旨を定め、市

町村長の認可を受けなければならない。 

2 市町村長は、前項の認可をしたときは、その旨を公告しなければならない。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 1567   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 

一の所有者による都市再生歩行者経路協定の認可(法第45条の13第3項において

準用する退避経路協定、第45条の14第3項において準用する退避施設協定、第45

条の21第3項において準用する非常用電気等供給施設協定、第73条第2項におい

て準用する都市再生整備歩行者経路協定及び第109条の4第3項において準用す

る立地誘導促進施設協定を含む。) 

法 令 名 

根 拠 条 項 
都市再生特別措置法 第45条の11第1項 

法 令 番 号 平成14年法律第22号 

【基準】 

 法第45条の11の規定による。 

 (一の所有者による都市再生歩行者経路協定の設定) 

第45条の11 都市再生緊急整備地域内の一団の土地で、一の所有者以外に土地所有者等が存

しないものの所有者は、都市再生歩行者経路の整備又は管理のため必要があると認めると

きは、市町村長の認可を受けて、当該土地の区域を協定区域とする都市再生歩行者経路協定

を定めることができる。 

2 市町村長は、前項の認可の申請が第45条の4第1項各号のいずれにも該当し、かつ、当該都

市再生歩行者経路協定が都市再生歩行者経路の整備又は管理のため必要であると認める場

合に限り、前項の認可をするものとする。 

3 第45条の4第2項の規定は、第1項の認可について準用する。 

4 第1項の認可を受けた都市再生歩行者経路協定は、認可の日から起算して3年以内において

当該協定区域内の土地に2以上の土地所有者等が存することになった時から、第45条の4第2

項の規定による認可の公告のあった都市再生歩行者経路協定と同一の効力を有する都市再

生歩行者経路協定となる。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 1568   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 負担限度額認定証の再交付 

法 令 名 

根 拠 条 項 

介護保険法施行規則 第83条の6第7項(第97条の4及び第172条の2において準用

する場合を含む。) 

法 令 番 号 平成11年厚生省令第36号 

【基準】 

 省令第83条の6第7項の規定による。 

(特定入所者の負担限度額に係る市町村の認定) 

第83条の6 

7 要介護被保険者は、認定証を破り、汚し、又は失ったときは、直ちに、第1号に掲げる事項

(第2号に掲げる書類を提示する場合には、第1号イ及びハに掲げる事項)を記載した申請書

を市町村に提出して、その再交付を受けなければならない。 

(1) 次に掲げる事項 

イ 氏名、性別、生年月日及び住所 

ロ 個人番号 

ハ 再交付申請の理由 

(2) 個人識別事項が記載された書類であって、次に掲げるもののいずれかに該当するもの 

イ 個人番号カード又は番号利用法施行規則第1条第1項第1号に掲げる書類 

ロ イに掲げるもののほか、官公署から発行され、又は発給された書類その他これに類す

る書類であって、写真の表示その他の当該書類に施された措置によって、当該申請を行

う要介護被保険者が当該書類に記載された個人識別事項により識別される特定の個人

と同一の者であることを確認することができるものとして市町村長が適当と認めるも

の 

ハ イ及びロに掲げるもののほか、番号利用法施行規則第2条第3項第1号に掲げる書類又

は官公署から発行され、若しくは発給された書類その他これに類する書類であって市

町村長が適当と認めるもののうち2以上の書類 

 

標準処理期間 15日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 1571   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 特定入所者の負担限度額の認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 

介護保険法施行規則 第83条の6第1項(第97条の4及び第172条の2において準用

する場合を含む。) 

法 令 番 号 平成11年厚生省令第36号 

【基準】 

 省令第83条の6第1項の規定による。  

 (特定入所者の負担限度額に係る市町村の認定) 

第83条の6 前条の規定による市町村の認定(以下この条において「認定」という。)を受けよ

うとする要介護被保険者は、次に掲げる事項を記載した申請書を市町村に提出しなければ

ならない。 

(1) 前条各号のいずれかに該当する旨 

(2) 氏名、性別、生年月日、住所及び個人番号 

(3) 指定施設サービス等又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を受けている

場合にあっては、当該指定施設サービス等又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護を受けている介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設の名称及び所在地 

(4) 前号の介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入所し、又は入院した年月日 

(5) 被保険者証の番号 

(6) 特定介護サービスを受ける日の属する年の前年(特定介護サービスを受ける日の属す

る月が1月から7月までの場合にあっては、前々年)に厚生労働大臣が定める年金たる給付

の支払を受けている場合にあっては、当該給付の種別 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 1574   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 負担限度額及び特定負担限度額の差額の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 

介護保険法施行規則 第83条の8第1項(第97条の4及び第172条の2において準用

する場合を含む。) 

法 令 番 号 平成11年厚生省令第36号 

【基準】 

 省令第83条の8第1項の規定による。 

 (特定入所者の負担限度額に関する特例) 

第83条の8 市町村は、認定証を特定介護保険施設等に提示できなかったために食事の提供に

要する費用及び居住又は滞在(以下「居住等」という。)に要する費用として食費の基準費用

額(法第51条の3第2項第1号に規定する食費の基準費用額をいう。)及び居住費の基準費用額

(同項第2号に規定する居住費の基準費用額をいう。)を超えない金額を支払った要介護被保

険者について、その提示できなかったことがやむを得ないものと認められる場合に、当該金

額から食費の負担限度額(同項第1号に規定する食費の負担限度額をいう。第3項において同

じ。)及び居住費の負担限度額(法第51条の3第2項第2号に規定する居住費の負担限度額をい

う。第3項において同じ。)を控除した額に相当する額を特定入所者介護サービス費として支

給することができる。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 1575   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 受給資格及び手当額の認定(住所変更後の認定を含む。) 

法 令 名 

根 拠 条 項 
平成22年度等における子ども手当の支給に関する法律 第6条 

法 令 番 号 平成22年法律第19号 

【基準】 

 法第4条及び第6条の規定による。 

 (支給要件) 

第4条 子ども手当は、次の各号のいずれかに該当する者が日本国内に住所を有するときに支

給する。 

(1) 子どもを監護し、かつ、これと生計を同じくするその父又は母 

(2) 父母に監護されず又はこれと生計を同じくしない子どもを監護し、かつ、その生計を

維持する者 

(3) 子どもを監護し、かつ、これと生計を同じくするその父又は母であって、父母に監護

されず又はこれと生計を同じくしない子どもを監護し、かつ、その生計を維持するもの 

2 前項第1号又は第3号の場合において、父及び母が共に当該父及び母の子である子どもを監

護し、かつ、これと生計を同じくするときは、当該子どもは、当該父又は母のうちいずれか

当該子どもの生計を維持する程度の高い者によって監護され、かつ、これと生計を同じくす

るものとみなす。 

 (認定) 

第6条 受給資格者は、子ども手当の支給を受けようとするときは、その受給資格及び子ども

手当の額について、住所地の市町村長(特別区の区長を含む。以下同じ。)の認定を受けなけ

ればならない。 

2 前項の認定を受けた者が、他の市町村(特別区を含む。以下同じ。)の区域内に住所を変更

した場合において、その変更後の期間に係る子ども手当の支給を受けようとするときも、同

項と同様とする。 

 

参照 平成23年度における子ども手当の支給等に関する特別措置法(平成23年法律第107号) 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 1580   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 子ども手当の増額の改定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
平成22年度等における子ども手当の支給に関する法律 第8条第1項 

法 令 番 号 平成22年法律第19号 

【基準】 

 法第8条の規定による。 

 (子ども手当の額の改定) 

第8条 子ども手当の支給を受けている者につき、子ども手当の額が増額することとなるに至

った場合における子ども手当の額の改定は、その者がその改定後の額につき認定の請求を

した日の属する月の翌月から行う。 

2 前条第3項の規定は、前項の改定について準用する。 

3 子ども手当の支給を受けている者につき、子ども手当の額が減額することとなるに至った

場合における子ども手当の額の改定は、その事由が生じた日の属する月の翌月から行う。 

 

参照 平成23年度における子ども手当の支給等に関する特別措置法(平成23年法律第107号) 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 1588   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 都市利便増進協定の認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
都市再生特別措置法 第74条第1項 

法 令 番 号 平成14年法律第22号 

【基準】 

 法第74条及び第75条の規定による。 

(都市利便増進協定) 

第74条 都市再生整備計画に記載された第46条第25項に規定する区域内の1団の土地の所有

者若しくは借地権等を有する者(土地区画整理法第98条第1項の規定により仮換地として指

定された土地にあっては、当該土地に対応する従前の土地の所有者又は借地権等を有する

者)若しくは当該区域内の建築物の所有者(以下この節において「土地所有者等」という。)

又は第118条第1項の規定により指定された都市再生推進法人は、都市利便増進施設の一体

的な整備又は管理に関する協定(以下「都市利便増進協定」という。)を締結し、市町村長の

認定を申請することができる。 

2 都市利便増進協定においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1) 都市利便増進協定の目的となる都市利便増進施設の種類及び位置 

(2) 前号の都市利便増進施設の一体的な整備又は管理の方法 

(3) 第1号の都市利便増進施設の一体的な整備又は管理に要する費用の負担の方法 

(4) 都市利便増進協定を変更し、又は廃止する場合の手続 

(5) 都市利便増進協定の有効期間 

(6) その他必要な事項 

(都市利便増進協定の認定基準) 

第75条 市町村長は、前条第1項の認定(以下「協定の認定」という。)の申請があった場合に

おいて、当該申請に係る都市利便増進協定が次に掲げる基準に適合すると認めるときは、協

定の認定をすることができる。 

(1) 土地所有者等の相当部分が都市利便増進協定に参加していること。 

(2) 都市利便増進協定において定める前条第2項第2号及び第3号に掲げる事項の内容が適

切であり、かつ、第46条第25項の規定により都市再生整備計画に記載された事項に適合す

るものであること。 

(3) 都市利便増進協定において定める前条第2項第4号から第6号までに掲げる事項の内容

が適切なものであること。 

(4) 都市利便増進協定の内容が法令に違反するものでないこと。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 1589   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 都市利便増進協定の変更認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
都市再生特別措置法 第76条第1項 

法 令 番 号 平成14年法律第22号 

【基準】 

 法第76条及び第75条の規定による。 

(都市利便増進協定の変更) 

第76条 土地所有者等又は第118条第1項の規定により指定された都市再生推進法人は、協定

の認定を受けた都市利便増進協定(以下「認定都市利便増進協定」という。)の変更(国土交

通省令で定める軽微な変更を除く。)をしようとするときは、市町村長の認定を受けなけれ

ばならない。 

2 前条の規定は、前項の場合について準用する。 

(都市利便増進協定の認定基準) 

第75条 市町村長は、前条第1項の認定(以下「協定の認定」という。)の申請があった場合に

おいて、当該申請に係る都市利便増進協定が次に掲げる基準に適合すると認めるときは、協

定の認定をすることができる。 

(1) 土地所有者等の相当部分が都市利便増進協定に参加していること。 

(2) 都市利便増進協定において定める前条第2項第2号及び第3号に掲げる事項の内容が適

切であり、かつ、第46条第25項の規定により都市再生整備計画に記載された事項に適合す

るものであること。 

(3) 都市利便増進協定において定める前条第2項第4号から第6号までに掲げる事項の内容

が適切なものであること。 

(4) 都市利便増進協定の内容が法令に違反するものでないこと。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 1595   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 複合型サービスに係る指定地域密着型サービス事業者の公募指定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第78条の13第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第78条の13第1項の規定による。 

 (公募指定) 

第78条の13 市町村長は、第117条第1項の規定により当該市町村が定める市町村介護保険事

業計画において定める当該市町村又は同条第2項第1号の規定により当該市町村が定める区

域における定期巡回・随時対応型訪問介護看護等(認知症対応型共同生活介護、地域密着型

特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護以外の地域密着

型サービスであって、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護その他

の厚生労働省令で定めるものをいう。以下この項において同じ。)の見込量の確保及び質の

向上のために特に必要があると認めるときは、その定める期間(以下「市町村長指定期間」

という。)中は、当該見込量の確保のため公募により第42条の2第1項本文の指定を行うこと

が適当な区域として定める区域(以下「市町村長指定区域」という。)に所在する事業所(定

期巡回・随時対応型訪問介護看護等のうち当該市町村長が定めるもの(以下「市町村長指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護等」という。)の事業を行う事業所に限る。以下「市町

村長指定区域・サービス事業所」という。)に係る同項本文の指定を、公募により行うもの

とする。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 1602   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 地域相談支援給付費等の相談支援給付決定 

法 令 名 

根 拠 条 項 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 第51条の5第1

項 

法 令 番 号 平成17年法律第123号 

【基準】 

 法第51条の5及び第51条の7の規定による。 

 (地域相談支援給付費等の相談支援給付決定) 

第51条の5 地域相談支援給付費又は特例地域相談支援給付費(以下「地域相談支援給付費等」

という。)の支給を受けようとする障害者は、市町村の地域相談支援給付費等を支給する旨

の決定(以下「地域相談支援給付決定」という。)を受けなければならない。 

2 第19条(第1項を除く。)の規定は、地域相談支援給付決定について準用する。この場合にお

いて、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 (給付要否決定等) 

第51条の7 市町村は、前条第1項の申請があったときは、当該申請に係る障害者の心身の状

態、当該障害者の地域相談支援の利用に関する意向その他の厚生労働省令で定める事項を

勘案して地域相談支援給付費等の支給の要否の決定(以下この条及び第51条の12において

「給付要否決定」という。)を行うものとする。 

2 市町村は、給付要否決定を行うに当たって必要があると認めるときは、厚生労働省令で定

めるところにより、市町村審査会、身体障害者更生相談所等その他厚生労働省令で定める機

関の意見を聴くことができる。 

3 市町村審査会、身体障害者更生相談所等又は前項の厚生労働省令で定める機関は、同項の

意見を述べるに当たって必要があると認めるときは、当該給付要否決定に係る障害者、その

家族、医師その他の関係者の意見を聴くことができる。 

4 市町村は、給付要否決定を行うに当たって必要と認められる場合として厚生労働省令で定

める場合には、厚生労働省令で定めるところにより、前条第1項の申請に係る障害者に対し、

第51条の17第1項第1号に規定する指定特定相談支援事業者が作成するサービス等利用計画

案の提出を求めるものとする。 

5 前項の規定によりサービス等利用計画案の提出を求められた障害者は、厚生労働省令で定

める場合には、同項のサービス等利用計画案に代えて厚生労働省令で定めるサービス等利

用計画案を提出することができる。 

6 市町村は、前2項のサービス等利用計画案の提出があった場合には、第1項の厚生労働省令

で定める事項及び当該サービス等利用計画案を勘案して給付要否決定を行うものとする。 

7 市町村は、地域相談支援給付決定を行う場合には、地域相談支援の種類ごとに月を単位と

して厚生労働省令で定める期間において地域相談支援給付費等を支給する地域相談支援の

量(以下「地域相談支援給付量」という。)を定めなければならない。 

8 市町村は、地域相談支援給付決定を行ったときは、当該地域相談支援給付決定障害者に対

し、厚生労働省令で定めるところにより、地域相談支援給付量その他の厚生労働省令で定め

る事項を記載した地域相談支援受給者証(以下「地域相談支援受給者証」という。)を交付し

なければならない。 

 

標準処理期間 30日 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

2 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 1603   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 地域相談支援給付決定の変更 

法 令 名 

根 拠 条 項 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 第51条の9第1

項 

法 令 番 号 平成17年法律第123号 

【基準】 

 法第51条の9の規定による。 

 (地域相談支援給付決定の変更) 

第51条の9 地域相談支援給付決定障害者は、現に受けている地域相談支援給付決定に係る地

域相談支援の種類、地域相談支援給付量その他の厚生労働省令で定める事項を変更する必

要があるときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町村に対し、当該地域相談支援給

付決定の変更の申請をすることができる。 

2 市町村は、前項の申請又は職権により、第51条の7第1項の厚生労働省令で定める事項を勘

案し、地域相談支援給付決定障害者につき、必要があると認めるときは、地域相談支援給付

決定の変更の決定を行うことができる。この場合において、市町村は、当該決定に係る地域

相談支援給付決定障害者に対し地域相談支援受給者証の提出を求めるものとする。 

3 第19条(第1項を除く。)、第20条(第1項を除く。)及び第51条の7(第1項を除く。)の規定は、

前項の地域相談支援給付決定の変更の決定について準用する。この場合において、必要な技

術的読替えは、政令で定める。 

4 市町村は、第2項の地域相談支援給付決定の変更の決定を行った場合には、地域相談支援受

給者証に当該決定に係る事項を記載し、これを返還するものとする。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 1605   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 地域相談支援給付費の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 第51条の14第

1項 

法 令 番 号 平成17年法律第123号 

【基準】 

 法第51条の14第1項の規定による。 

 (地域相談支援給付費) 

第51条の14 市町村は、地域相談支援給付決定障害者が、地域相談支援給付決定の有効期間内

において、都道府県知事が指定する一般相談支援事業を行う者(以下「指定一般相談支援事

業者」という。)から当該指定に係る地域相談支援(以下「指定地域相談支援」という。)を

受けたときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該地域相談支援給付決定障害者に対

し、当該指定地域相談支援(地域相談支援給付量の範囲内のものに限る。以下この条及び次

条において同じ。)に要した費用について、地域相談支援給付費を支給する。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 1606   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 特例地域相談支援給付費の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 第51条の15第

1項 

法 令 番 号 平成17年法律第123号 

【基準】 

 法第51条の15第1項の規定による。 

 (特例地域相談支援給付費) 

第51条の15 市町村は、地域相談支援給付決定障害者が、第51条の6第1項の申請をした日から

当該地域相談支援給付決定の効力が生じた日の前日までの間に、緊急その他やむを得ない

理由により指定地域相談支援を受けた場合において、必要があると認めるときは、厚生労働

省令で定めるところにより、当該指定地域相談支援に要した費用について、特例地域相談支

援給付費を支給することができる。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 1607   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 計画相談支援給付費の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 第51条の17第

1項 

法 令 番 号 平成17年法律第123号 

【基準】 

 法第51条の17第1項の規定による。 

 (計画相談支援給付費) 

第51条の17 市町村は、次の各号に掲げる者(以下「計画相談支援対象障害者等」という。)に

対し、当該各号に定める場合の区分に応じ、当該各号に規定する計画相談支援に要した費用

について、計画相談支援給付費を支給する。 

(1) 第22条第4項(第24条第3項において準用する場合を含む。)の規定により、サービス等

利用計画案の提出を求められた第20条第1項若しくは第24条第1項の申請に係る障害者若

しくは障害児の保護者又は第51条の7第4項(第51条の9第3項において準用する場合を含

む。)の規定により、サービス等利用計画案の提出を求められた第51条の6第1項若しくは

第51条の9第1項の申請に係る障害者 市町村長が指定する特定相談支援事業を行う者

(以下「指定特定相談支援事業者」という。)から当該指定に係るサービス利用支援(次項

において「指定サービス利用支援」という。)を受けた場合であって、当該申請に係る支

給決定等を受けたとき。 

(2) 支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害者 指定特定相談支援事業者から

当該指定に係る継続サービス利用支援(次項において「指定継続サービス利用支援」とい

う。)を受けたとき。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 1608   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 特例計画相談支援給付費の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 第51条の18第

1項 

法 令 番 号 平成17年法律第123号 

【基準】 

 法第51条の18第1項の規定による。 

 (特例計画相談支援給付費) 

第51条の18 市町村は、計画相談支援対象障害者等が、指定計画相談支援以外の計画相談支援

(第51条の24第1項の厚生労働省令で定める基準及び同条第2項の厚生労働省令で定める指

定計画相談支援の事業の運営に関する基準に定める事項のうち厚生労働省令で定めるもの

を満たすと認められる事業を行う事業所により行われるものに限る。以下この条において

「基準該当計画相談支援」という。)を受けた場合において、必要があると認めるときは、

厚生労働省令で定めるところにより、基準該当計画相談支援に要した費用について、特例計

画相談支援給付費を支給することができる。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 1609   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 指定特定相談支援事業者の指定 

法 令 名 

根 拠 条 項 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 第51条の20第

1項 

法 令 番 号 平成17年法律第123号 

【基準】 

 法第51条の20第1項の規定による。 

 (指定特定相談支援事業者の指定) 

第51条の20 第51条の17第1項第1号の指定特定相談支援事業者の指定は、厚生労働省令で定

めるところにより、総合的に相談支援を行う者として厚生労働省令で定める基準に該当す

る者の申請により、特定相談支援事業を行う事業所(以下この款において「特定相談支援事

業所」という。)ごとに行う。 

2 第36条第3項(第4号、第10号及び第13号を除く。)の規定は、第51条の17第1項第1号の指定

特定相談支援事業者の指定について準用する。この場合において、第36条第3項第1号中「都

道府県の条例で定める者」とあるのは、「法人」と読み替えるほか、必要な技術的読替えは、

政令で定める。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 1610   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 指定特定相談支援事業者の指定の更新 

法 令 名 

根 拠 条 項 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 第51条の21第

1項 

法 令 番 号 平成17年法律第123号 

【基準】 

 法第51条の21第1項の規定による。 

 (指定の更新)  

第51条の21 第51条の14第1項の指定一般相談支援事業者及び第51条の17第1項第1号の指定

特定相談支援事業者の指定は、6年ごとにそれらの更新を受けなければ、その期間の経過に

よって、それらの効力を失う。 

2 第41条第2項及び第3項並びに前2条の規定は、前項の指定の更新について準用する。この場

合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 

標準処理期間 15日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1614   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 高額障害福祉サービス等給付費の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 第76条の2第1

項 

法 令 番 号 平成17年法律第123号 

【基準】 

 法第76条の2第1項の規定による。 

第76条の2 市町村は、次に掲げる者が受けた障害福祉サービス及び介護保険法第24条第2項

に規定する介護給付等対象サービスのうち政令で定めるもの並びに補装具の購入等に要し

た費用の合計額(それぞれ厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額(その額が現

に要した費用の額を超えるときは、当該現に要した額)の合計額を限度とする。)から当該費

用につき支給された介護給付費等及び同法第20条に規定する介護給付等のうち政令で定め

るもの並びに補装具費の合計額を控除して得た額が、著しく高額であるときは、当該者に対

し、高額障害福祉サービス等給付費を支給する。 

(1) 支給決定障害者等 

(2) 65歳に達する前に長期間にわたり障害福祉サービス(介護保険法第24条第2項に規定

する介護給付等対象サービスに相当するものとして政令で定めるものに限る。)に係る支

給決定を受けていた障害者であって、同項に規定する介護給付等対象サービス(障害福祉

サービスに相当するものとして政令で定めるものに限る。)を受けているもの(支給決定

を受けていない者に限る。)のうち、当該障害者の所得の状況及び障害の程度その他の事

情を勘案して政令で定めるもの 

2 前項に定めるもののほか、高額障害福祉サービス等給付費の支給要件、支給額その他高額

障害福祉サービス等給付費の支給に関し必要な事項は、障害福祉サービス及び補装具の購

入等に要する費用の負担の家計に与える影響を考慮して、政令で定める。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1615   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 地域相談支援受給者証の再交付 

法 令 名 

根 拠 条 項 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令 第26条

の8 

法 令 番 号 平成18年政令第10号 

【基準】 

 政令第26条の8の規定による。 

 (地域相談支援受給者証の再交付) 

第26条の8 市町村は、地域相談支援受給者証(法第51条の7第8項に規定する地域相談支援受

給者証をいう。以下この条において同じ。)を破り、汚し、又は失った地域相談支援給付決

定障害者から、地域相談支援給付決定の有効期間内において、地域相談支援受給者証の再交

付の申請があったときは、厚生労働省令で定めるところにより、地域相談支援受給者証を交

付しなければならない。 

 

標準処理期間 15日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1617   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 障害児通所給付費の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童福祉法 第21条の5の3第1項 

法 令 番 号 昭和22年法律第164号 

【基準】 

 法第21条の5の3及び第21条の5の7の規定による。 

第21条の5の3 市町村は、通所給付決定保護者が、第21条の5の7第8項に規定する通所給付決

定の有効期間内において、都道府県知事が指定する障害児通所支援事業を行う者(以下「指

定障害児通所支援事業者」という。)又は指定発達支援医療機関(以下「指定障害児通所支援

事業者等」と総称する。)から障害児通所支援(以下「指定通所支援」という。)を受けたと

きは、当該通所給付決定保護者に対し、当該指定通所支援(同条第7項に規定する支給量の範

囲内のものに限る。以下この条及び次条において同じ。)に要した費用(食事の提供に要する

費用その他の日常生活に要する費用のうち厚生労働省令で定める費用(以下「通所特定費

用」という。)を除く。)について、障害児通所給付費を支給する。 

2 障害児通所給付費の額は、1月につき、第1号に掲げる額から第2号に掲げる額を控除して得

た額とする。 

(1) 同一の月に受けた指定通所支援について、障害児通所支援の種類ごとに指定通所支援

に通常要する費用(通所特定費用を除く。)につき、厚生労働大臣が定める基準により算定

した費用の額(その額が現に当該指定通所支援に要した費用(通所特定費用を除く。)の額

を超えるときは、当該現に指定通所支援に要した費用の額)を合計した額 

(2) 当該通所給付決定保護者の家計の負担能力その他の事情をしん酌して政令で定める

額(当該政令で定める額が前号に掲げる額の100分の10に相当する額を超えるときは、当

該相当する額) 

 

第21条の5の7 市町村は、前条第1項の申請が行われたときは、当該申請に係る障害児の心身

の状態、当該障害児の介護を行う者の状況、当該障害児及びその保護者の障害児通所支援の

利用に関する意向その他の厚生労働省令で定める事項を勘案して障害児通所給付費等の支

給の要否の決定(以下この条において「通所支給要否決定」という。)を行うものとする。 

2 市町村は、通所支給要否決定を行うに当たつて必要があると認めるときは、児童相談所そ

の他厚生労働省令で定める機関(次項、第21条の5の10及び第21条の5の13第3項において「児

童相談所等」という。)の意見を聴くことができる。 

3 児童相談所等は、前項の意見を述べるに当たつて必要があると認めるときは、当該通所支

給要否決定に係る障害児、その保護者及び家族、医師その他の関係者の意見を聴くことがで

きる。 

4 市町村は、通所支給要否決定を行うに当たつて必要と認められる場合として厚生労働省令

で定める場合には、厚生労働省令で定めるところにより、前条第1項の申請に係る障害児の

保護者に対し、第24条の26第1項第1号に規定する指定障害児相談支援事業者が作成する障

害児支援利用計画案の提出を求めるものとする。 

5 前項の規定により障害児支援利用計画案の提出を求められた障害児の保護者は、厚生労働

省令で定める場合には、同項の障害児支援利用計画案に代えて厚生労働省令で定める障害

児支援利用計画案を提出することができる。 
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6 市町村は、前2項の障害児支援利用計画案の提出があつた場合には、第1項の厚生労働省令

で定める事項及び当該障害児支援利用計画案を勘案して通所支給要否決定を行うものとす

る。 

7 市町村は、通所給付決定を行う場合には、障害児通所支援の種類ごとに月を単位として厚

生労働省令で定める期間において障害児通所給付費等を支給する障害児通所支援の量(以

下「支給量」という。)を定めなければならない。 

8 通所給付決定は、厚生労働省令で定める期間(以下「通所給付決定の有効期間」という。)

内に限り、その効力を有する。 

9 市町村は、通所給付決定をしたときは、当該通所給付決定保護者に対し、厚生労働省令で

定めるところにより、支給量、通所給付決定の有効期間その他の厚生労働省令で定める事項

を記載した通所受給者証(以下「通所受給者証」という。)を交付しなければならない。 

10 指定通所支援を受けようとする通所給付決定保護者は、厚生労働省令で定めるところに

より、指定障害児通所支援事業者等に通所受給者証を提示して当該指定通所支援を受ける

ものとする。ただし、緊急の場合その他やむを得ない事由のある場合については、この限り

でない。 

11 通所給付決定保護者が指定障害児通所支援事業者等から指定通所支援を受けたとき(当

該通所給付決定保護者が当該指定障害児通所支援事業者等に通所受給者証を提示したとき

に限る。)は、市町村は、当該通所給付決定保護者が当該指定障害児通所支援事業者等に支

払うべき当該指定通所支援に要した費用(通所特定費用を除く。)について、障害児通所給付

費として当該通所給付決定保護者に支給すべき額の限度において、当該通所給付決定保護

者に代わり、当該指定障害児通所支援事業者等に支払うことができる。 

12 前項の規定による支払があつたときは、当該通所給付決定保護者に対し障害児通所給付

費の支給があつたものとみなす。 

13 市町村は、指定障害児通所支援事業者等から障害児通所給付費の請求があつたときは、第

21条の5の3第2項第1号の厚生労働大臣が定める基準及び第21条の5の19第2項の指定通所支

援の事業の設備及び運営に関する基準(指定通所支援の取扱いに関する部分に限る。)に照

らして審査の上、支払うものとする。 

14 市町村は、前項の規定による審査及び支払に関する事務を連合会に委託することができ

る。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1618   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 特例障害児通所給付費の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童福祉法 第21条の5の4第1項 

法 令 番 号 昭和22年法律第164号 

【基準】 

 法第21条の5の4及び第21条の5の7の規定による。 

第21条の5の4 市町村は、次に掲げる場合において、必要があると認めるときは、厚生労働省

令で定めるところにより、当該指定通所支援又は第2号に規定する基準該当通所支援(第21

条の5の7第7項に規定する支給量の範囲内のものに限る。)に要した費用(通所特定費用を除

く。)について、特例障害児通所給付費を支給することができる。 

(1) 通所給付決定保護者が、第21条の5の6第1項の申請をした日から当該通所給付決定の

効力が生じた日の前日までの間に、緊急その他やむを得ない理由により指定通所支援を

受けたとき。 

(2) 通所給付決定保護者が、指定通所支援以外の障害児通所支援(第21条の5の19第1項の

都道府県の条例で定める基準又は同条第2項の都道府県の条例で定める指定通所支援の

事業の設備及び運営に関する基準に定める事項のうち都道府県の条例で定めるものを満

たすと認められる事業を行う事業所により行われるものに限る。以下「基準該当通所支

援」という。)を受けたとき。 

(3) その他政令で定めるとき。 

2 都道府県が前項第2号の条例を定めるに当たつては、第1号から第3号までに掲げる事項に

ついては厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、第4号に掲げる事項については

厚生労働省令で定める基準を標準として定めるものとし、その他の事項については厚生労

働省令で定める基準を参酌するものとする。 

(1) 基準該当通所支援に従事する従業者及びその員数 

(2) 基準該当通所支援の事業に係る居室の床面積その他基準該当通所支援の事業の設備

に関する事項であつて障害児の健全な発達に密接に関連するものとして厚生労働省令で

定めるもの 

(3) 基準該当通所支援の事業の運営に関する事項であつて、障害児の保護者のサービスの

適切な利用の確保、障害児の安全の確保及び秘密の保持に密接に関連するものとして厚

生労働省令で定めるもの 

(4) 基準該当通所支援の事業に係る利用定員 

3 特例障害児通所給付費の額は、1月につき、同一の月に受けた次の各号に掲げる障害児通所

支援の区分に応じ、当該各号に定める額を合計した額から、それぞれ当該通所給付決定保護

者の家計の負担能力その他の事情をしん酌して政令で定める額(当該政令で定める額が当

該合計した額の100分の10に相当する額を超えるときは、当該相当する額)を控除して得た

額を基準として、市町村が定める。 

(1) 指定通所支援 前条第2項第1号の厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の

額(その額が現に当該指定通所支援に要した費用(通所特定費用を除く。)の額を超えると

きは、当該現に指定通所支援に要した費用の額) 

(2) 基準該当通所支援 障害児通所支援の種類ごとに基準該当通所支援に通常要する費

用(通所特定費用を除く。)につき厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額(そ
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の額が現に当該基準該当通所支援に要した費用(通所特定費用を除く。)の額を超えると

きは、当該現に基準該当通所支援に要した費用の額) 

 

第21条の5の7 市町村は、前条第1項の申請が行われたときは、当該申請に係る障害児の心身

の状態、当該障害児の介護を行う者の状況、当該障害児及びその保護者の障害児通所支援の

利用に関する意向その他の厚生労働省令で定める事項を勘案して障害児通所給付費等の支

給の要否の決定(以下この条において「通所支給要否決定」という。)を行うものとする。 

2 市町村は、通所支給要否決定を行うに当たつて必要があると認めるときは、児童相談所そ

の他厚生労働省令で定める機関(次項、第21条の5の10及び第21条の5の13第3項において「児

童相談所等」という。)の意見を聴くことができる。 

3 児童相談所等は、前項の意見を述べるに当たつて必要があると認めるときは、当該通所支

給要否決定に係る障害児、その保護者及び家族、医師その他の関係者の意見を聴くことがで

きる。 

4 市町村は、通所支給要否決定を行うに当たつて必要と認められる場合として厚生労働省令

で定める場合には、厚生労働省令で定めるところにより、前条第1項の申請に係る障害児の

保護者に対し、第24条の26第1項第1号に規定する指定障害児相談支援事業者が作成する障

害児支援利用計画案の提出を求めるものとする。 

5 前項の規定により障害児支援利用計画案の提出を求められた障害児の保護者は、厚生労働

省令で定める場合には、同項の障害児支援利用計画案に代えて厚生労働省令で定める障害

児支援利用計画案を提出することができる。 

6 市町村は、前2項の障害児支援利用計画案の提出があつた場合には、第1項の厚生労働省令

で定める事項及び当該障害児支援利用計画案を勘案して通所支給要否決定を行うものとす

る。 

7 市町村は、通所給付決定を行う場合には、障害児通所支援の種類ごとに月を単位として厚

生労働省令で定める期間において障害児通所給付費等を支給する障害児通所支援の量(以

下「支給量」という。)を定めなければならない。 

8 通所給付決定は、厚生労働省令で定める期間(以下「通所給付決定の有効期間」という。)

内に限り、その効力を有する。 

9 市町村は、通所給付決定をしたときは、当該通所給付決定保護者に対し、厚生労働省令で

定めるところにより、支給量、通所給付決定の有効期間その他の厚生労働省令で定める事項

を記載した通所受給者証(以下「通所受給者証」という。)を交付しなければならない。 

10 指定通所支援を受けようとする通所給付決定保護者は、厚生労働省令で定めるところに

より、指定障害児通所支援事業者等に通所受給者証を提示して当該指定通所支援を受ける

ものとする。ただし、緊急の場合その他やむを得ない事由のある場合については、この限り

でない。 

11 通所給付決定保護者が指定障害児通所支援事業者等から指定通所支援を受けたとき(当

該通所給付決定保護者が当該指定障害児通所支援事業者等に通所受給者証を提示したとき

に限る。)は、市町村は、当該通所給付決定保護者が当該指定障害児通所支援事業者等に支

払うべき当該指定通所支援に要した費用(通所特定費用を除く。)について、障害児通所給付

費として当該通所給付決定保護者に支給すべき額の限度において、当該通所給付決定保護

者に代わり、当該指定障害児通所支援事業者等に支払うことができる。 

12 前項の規定による支払があつたときは、当該通所給付決定保護者に対し障害児通所給付

費の支給があつたものとみなす。 

13 市町村は、指定障害児通所支援事業者等から障害児通所給付費の請求があつたときは、第

21条の5の3第2項第1号の厚生労働大臣が定める基準及び第21条の5の19第2項の指定通所支

援の事業の設備及び運営に関する基準(指定通所支援の取扱いに関する部分に限る。)に照
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らして審査の上、支払うものとする。 

14 市町村は、前項の規定による審査及び支払に関する事務を連合会に委託することができ

る。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1619   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 通所給付決定の変更承認 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童福祉法 第21条の5の8第1項 

法 令 番 号 昭和22年法律第164号 

【基準】 

 法第21条の5の8の規定による。 

第21条の5の8 通所給付決定保護者は、現に受けている通所給付決定に係る障害児通所支援

の支給量その他の厚生労働省令で定める事項を変更する必要があるときは、厚生労働省令

で定めるところにより、市町村に対し、当該通所給付決定の変更の申請をすることができ

る。 

2 市町村は、前項の申請又は職権により、前条第1項の厚生労働省令で定める事項を勘案し、

通所給付決定保護者につき、必要があると認めるときは、通所給付決定の変更の決定を行う

ことができる。この場合において、市町村は、当該決定に係る通所給付決定保護者に対し通

所受給者証の提出を求めるものとする。 

3 第21条の5の5第2項、第21条の5の6(第1項を除く。)及び前条(第1項を除く。)の規定は、前

項の通所給付決定の変更の決定について準用する。この場合において、必要な技術的読替え

は、政令で定める。 

4 市町村は、第2項の通所給付決定の変更の決定を行つた場合には、通所受給者証に当該決定

に係る事項を記載し、これを返還するものとする。 

 

標準処理期間 15日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1621   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 高額障害児通所給付費の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童福祉法 第21条の5の12第1項 

法 令 番 号 昭和22年法律第164号 

【基準】 

 法第21条の5の12の規定による。 

第21条の5の12 市町村は、通所給付決定保護者が受けた障害児通所支援に要した費用の合計

額(厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額(その額が現に要した費用の額を超

えるときは、当該現に要した額)の合計額を限度とする。)から当該費用につき支給された障

害児通所給付費及び特例障害児通所給付費の合計額を控除して得た額が、著しく高額であ

るときは、当該通所給付決定保護者に対し、高額障害児通所給付費を支給する。 

2 前項に定めるもののほか、高額障害児通所給付費の支給要件、支給額その他高額障害児通

所給付費の支給に関し必要な事項は、指定通所支援に要する費用の負担の家計に与える影

響を考慮して、政令で定める。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1622   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 放課後等デイサービス障害児通所給付費等の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童福祉法 第21条の5の13第1項 

法 令 番 号 昭和22年法律第164号 

【基準】 

 法第21条の5の13の規定による。 

第21条の5の13 市町村は、第21条の5の3第1項、第21条の5の4第1項又は前条第1項の規定にか

かわらず、放課後等デイサービスを受けている障害児(以下この項において「通所者」とい

う。)について、引き続き放課後等デイサービスを受けなければその福祉を損なうおそれが

あると認めるときは、当該通所者が満18歳に達した後においても、当該通所者からの申請に

より、当該通所者が満20歳に達するまで、厚生労働省令で定めるところにより、引き続き放

課後等デイサービスに係る障害児通所給付費、特例障害児通所給付費又は高額障害児通所

給付費(次項において「放課後等デイサービス障害児通所給付費等」という。)を支給するこ

とができる。ただし、当該通所者が障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律第5条第7項に規定する生活介護その他の支援を受けることができる場合は、この限

りでない。 

2 前項の規定により放課後等デイサービス障害児通所給付費等を支給することができるこ

ととされた者については、その者を障害児又は障害児の保護者とみなして、第21条の5の3か

ら前条までの規定を適用する。この場合において、必要な技術的読替えその他これらの規定

の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

3 市町村は、第1項の場合において必要があると認めるときは、児童相談所等の意見を聴くこ

とができる。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1623   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 肢体不自由児通所医療費の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童福祉法 第21条の5の29第1項 

法 令 番 号 昭和22年法律第164号 

【基準】 

 法第21条の5の29の規定による。 

第21条の5の29 市町村は、通所給付決定に係る障害児が、通所給付決定の有効期間内におい

て、指定障害児通所支援事業者等(病院その他厚生労働省令で定める施設に限る。以下この

款において同じ。)から医療型児童発達支援のうち治療に係るもの(以下この条において「肢

体不自由児通所医療」という。)を受けたときは、当該障害児に係る通所給付決定保護者に

対し、当該肢体不自由児通所医療に要した費用について、肢体不自由児通所医療費を支給す

る。 

2 肢体不自由児通所医療費の額は、1月につき、肢体不自由児通所医療(食事療養を除く。)に

つき健康保険の療養に要する費用の額の算定方法の例により算定した額から、当該通所給

付決定保護者の家計の負担能力その他の事情をしん酌して政令で定める額(当該政令で定

める額が当該算定した額の100分の10に相当する額を超えるときは、当該相当する額)を控

除して得た額とする。 

3 通所給付決定に係る障害児が指定障害児通所支援事業者等から肢体不自由児通所医療を

受けたときは、市町村は、当該障害児に係る通所給付決定保護者が当該指定障害児通所支援

事業者等に支払うべき当該肢体不自由児通所医療に要した費用について、肢体不自由児通

所医療費として当該通所給付決定保護者に支給すべき額の限度において、当該通所給付決

定保護者に代わり、当該指定障害児通所支援事業者等に支払うことができる。 

4 前項の規定による支払があつたときは、当該通所給付決定保護者に対し肢体不自由児通所

医療費の支給があつたものとみなす。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1624   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 障害児相談支援給付費の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童福祉法 第24条の26第1項 

法 令 番 号 昭和22年法律第164号 

【基準】 

 法第24条の26の規定による。 

第24条の26 市町村は、次の各号に掲げる者(以下この条及び次条第1項において「障害児相談

支援対象保護者」という。)に対し、当該各号に定める場合の区分に応じ、当該各号に規定

する障害児相談支援に要した費用について、障害児相談支援給付費を支給する。 

(1) 第21条の5の7第4項(第21条の5の8第3項において準用する場合を含む。)の規定によ

り、障害児支援利用計画案の提出を求められた第21条の5の6第1項又は第21条の5の8第1

項の申請に係る障害児の保護者 市町村長が指定する障害児相談支援事業を行う者(以

下「指定障害児相談支援事業者」という。)から当該指定に係る障害児支援利用援助(次項

において「指定障害児支援利用援助」という。)を受けた場合であつて、当該申請に係る

給付決定等を受けたとき。 

(2) 通所給付決定保護者 指定障害児相談支援事業者から当該指定に係る継続障害児支

援利用援助(次項において「指定継続障害児支援利用援助」という。)を受けたとき。 

2 障害児相談支援給付費の額は、指定障害児支援利用援助又は指定継続障害児支援利用援助

(以下「指定障害児相談支援」という。)に通常要する費用につき、厚生労働大臣が定める基

準により算定した費用の額(その額が現に当該指定障害児相談支援に要した費用の額を超

えるときは、当該現に指定障害児相談支援に要した費用の額)とする。 

3 障害児相談支援対象保護者が指定障害児相談支援事業者から指定障害児相談支援を受け

たときは、市町村は、当該障害児相談支援対象保護者が当該指定障害児相談支援事業者に支

払うべき当該指定障害児相談支援に要した費用について、障害児相談支援給付費として当

該障害児相談支援対象保護者に対し支給すべき額の限度において、当該障害児相談支援対

象保護者に代わり、当該指定障害児相談支援事業者に支払うことができる。 

4 前項の規定による支払があつたときは、障害児相談支援対象保護者に対し障害児相談支援

給付費の支給があつたものとみなす。 

5 市町村は、指定障害児相談支援事業者から障害児相談支援給付費の請求があつたときは、

第2項の厚生労働大臣が定める基準及び第24条の31第2項の厚生労働省令で定める指定障害

児相談支援の事業の運営に関する基準(指定障害児相談支援の取扱いに関する部分に限

る。)に照らして審査の上、支払うものとする。 

6 市町村は、前項の規定による審査及び支払に関する事務を連合会に委託することができ

る。 

7 前各項に定めるもののほか、障害児相談支援給付費の支給及び指定障害児相談支援事業者

の障害児相談支援給付費の請求に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める。 

 

標準処理期間 30日 

備考  
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設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1625   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 特例障害児相談支援給付費の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童福祉法 第24条の27第1項 

法 令 番 号 昭和22年法律第164号 

【基準】 

 法第24条の27の規定による。 

第24条の27 市町村は、障害児相談支援対象保護者が、指定障害児相談支援以外の障害児相談

支援(第24条の31第1項の厚生労働省令で定める基準及び同条第2項の厚生労働省令で定め

る指定障害児相談支援の事業の運営に関する基準に定める事項のうち厚生労働省令で定め

るものを満たすと認められる事業を行う事業所により行われるものに限る。以下この条に

おいて「基準該当障害児相談支援」という。)を受けた場合において、必要があると認める

ときは、厚生労働省令で定めるところにより、基準該当障害児相談支援に要した費用につい

て、特例障害児相談支援給付費を支給することができる。 

2 特例障害児相談支援給付費の額は、当該基準該当障害児相談支援について前条第2項の厚

生労働大臣が定める基準により算定した費用の額(その額が現に当該基準該当障害児相談

支援に要した費用の額を超えるときは、当該現に基準該当障害児相談支援に要した費用の

額)を基準として、市町村が定める。 

3 前2項に定めるもののほか、特例障害児相談支援給付費の支給に関し必要な事項は、厚生労

働省令で定める。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1626   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 指定障害児相談支援事業者の指定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童福祉法 第24条の28第1項 

法 令 番 号 昭和22年法律第164号 

【基準】 

 法第24条の28の規定による。 

第24条の28 第24条の26第1項第1号の指定障害児相談支援事業者の指定は、厚生労働省令で

定めるところにより、総合的に障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律第5条第18項に規定する相談支援を行う者として厚生労働省令で定める基準に該当す

る者の申請により、障害児相談支援事業を行う事業所(以下「障害児相談支援事業所」とい

う。)ごとに行う。 

2 第21条の5の15第3項(第4号、第11号及び第14号を除く。)の規定は、第24条の26第1項第1号

の指定障害児相談支援事業者の指定について準用する。この場合において、第21条の5の15

第3項第1号中「都道府県の条例で定める者」とあるのは、「法人」と読み替えるほか、必要

な技術的読替えは、政令で定める。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1627   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 指定障害児相談支援事業者の指定の更新 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童福祉法 第24条の29第1項 

法 令 番 号 昭和22年法律第164号 

【基準】 

 法第24条の29の規定による。 

第24条の29 第24条の26第1項第1号の指定は、6年ごとにその更新を受けなければ、その期間

の経過によつて、その効力を失う。 

2 前項の更新の申請があつた場合において、同項の期間(以下この条において「指定の有効期

間」という。)の満了の日までにその申請に対する処分がされないときは、従前の指定は、

指定の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、なおその効力を有する。 

3 前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、従前の指定の

有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

4 前条の規定は、第1項の指定の更新について準用する。この場合において、必要な技術的読

替えは、政令で定める。 

 

標準処理期間 15日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1632   

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 通所受給者証の再交付 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童福祉法施行規則 第18条の6第9項 

法 令 番 号 昭和23年厚生省令第11号 

【基準】 

 省令第18条の6第9項の規定による。 

第18条の6  

9 市町村は、通所受給者証を破り、汚し、又は失つた通所給付決定保護者から、通所給付決

定の有効期間内において、通所受給者証の再交付の申請があつたときは、通所受給者証を交

付しなければならない。 

 

標準処理期間 15日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1639   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 集約都市開発事業計画の認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
都市の低炭素化の促進に関する法律 第9条第1項 

法 令 番 号 平成24年法律第84号 

【基準】 

 法第9条及び第10条の規定による。 

 (集約都市開発事業計画の認定) 

第9条 第7条第2項第2号イに掲げる事項が記載された低炭素まちづくり計画に係る計画区域

内における病院、共同住宅その他の多数の者が利用する建築物(以下「特定建築物」という。)

及びその敷地の整備に関する事業(これと併せて整備する道路、公園その他の公共施設(次

条第1項第3号において「特定公共施設」という。)の整備に関する事業を含む。)並びにこれ

に附帯する事業であって、都市機能の集約を図るための拠点の形成に資するもの(以下「集

約都市開発事業」という。)を施行しようとする者は、国土交通省令で定めるところにより、

当該低炭素まちづくり計画に即して集約都市開発事業に関する計画(以下「集約都市開発事

業計画」という。)を作成し、市町村長の認定を申請することができる。 

2 集約都市開発事業計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

(1) 集約都市開発事業を施行する区域 

(2) 集約都市開発事業の内容 

(3) 集約都市開発事業の施行予定期間 

(4) 集約都市開発事業の資金計画 

(5) 集約都市開発事業の施行による都市の低炭素化の効果 

(6) その他国土交通省令で定める事項 

(集約都市開発事業計画の認定基準等) 

第10条 市町村長は、前条第1項の規定による認定の申請があった場合において、当該申請に

係る集約都市開発事業計画が次に掲げる基準に適合すると認めるときは、その認定をする

ことができる。 

(1) 当該集約都市開発事業が、都市機能の集約を図るための拠点の形成に貢献し、これを

通じて、二酸化炭素の排出を抑制するものであると認められること。 

(2) 集約都市開発事業計画(特定建築物の整備に係る部分に限る。次項から第4項まで及び

第6項において同じ。)が第54条第1項第1号及び第2号に掲げる基準に適合するものである

こと。 

(3) 当該集約都市開発事業により整備される特定建築物の敷地又は特定公共施設におい

て緑化その他の都市の低炭素化のための措置が講じられるものであること。 

(4) 集約都市開発事業計画に記載された事項が当該集約都市開発事業を確実に遂行する

ため適切なものであること。 

(5) 当該集約都市開発事業の施行に必要な経済的基礎及びこれを的確に遂行するために

必要なその他の能力が十分であること。 

2 建築主事を置かない市町村(その区域内において施行される集約都市開発事業により整備

される特定建築物が政令で定める建築物である場合における建築基準法(昭和25年法律第

201号)第97条の2第1項又は第97条の3第1項の規定により建築主事を置く市町村を含む。)の

市町村長は、前項の認定をしようとするときは、当該認定に係る集約都市開発事業計画が同
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項第2号に掲げる基準に適合することについて、あらかじめ、都道府県知事に協議し、その

同意を得なければならない。 

3 前条第1項の規定による認定の申請をする者は、市町村長に対し、当該市町村長が当該申請

に係る集約都市開発事業計画を建築主事に通知し、当該集約都市開発事業計画が建築基準

法第6条第1項に規定する建築基準関係規定に適合するかどうかの審査を受けるよう申し出

ることができる。この場合においては、当該申請に併せて、同項の規定による確認の申請書

を提出しなければならない。 

4 前項の規定による申出を受けた市町村長は、速やかに、当該申出に係る集約都市開発事業

計画を建築主事に通知しなければならない。 

5 建築基準法第18条第3項及び第14項の規定は、建築主事が前項の規定による通知を受けた

場合について準用する。 

6 市町村長が、前項において準用する建築基準法第18条第3項の規定による確認済証の交付

を受けた場合において、第1項の認定をしたときは、当該認定を受けた集約都市開発事業計

画は、同法第6条第1項の確認済証の交付があったものとみなす。 

7 市町村長は、第5項において準用する建築基準法第18条第14項の規定による通知書の交付

を受けた場合においては、第1項の認定をしてはならない。 

8 建築基準法第12条第8項及び第9項並びに第93条から第93条の3までの規定は、第5項におい

て準用する同法第18条第3項及び第14項の規定による確認済証及び通知書の交付について

準用する。 

9 集約都市開発事業を施行しようとする者がその集約都市開発事業計画について第1項の認

定を受けたときは、当該集約都市開発事業計画に基づく特定建築物の整備のうち、建築物の

エネルギー消費性能の向上に関する法律(平成27年法律第53号)第12条第1項の建築物エネ

ルギー消費性能適合性判定を受けなければならないものについては、第3項の規定による申

出があった場合及び同法第2条第2項の条例が定められている場合を除き、同法第12条第3項

の規定により適合判定通知書の交付を受けたものとみなして、同条第6項から第8項までの

規定を適用する。 

10 集約都市開発事業を施行しようとする者がその集約都市開発事業計画について第1項の

認定を受けたときは、当該集約都市開発事業計画に基づく特定建築物の整備のうち、建築物

のエネルギー消費性能の向上に関する法律第19条第1項の規定による届出をしなければな

らないものについては、同法第2条第2項の条例が定められている場合を除き、同法第19条第

1項の規定による届出をしたものとみなす。この場合においては、同条第2項及び第3項の規

定は、適用しない。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1640   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 集約都市開発事業計画の変更の認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
都市の低炭素化の促進に関する法律 第11条第1項 

法 令 番 号 平成24年法律第84号 

【基準】 

 法第11条の規定による。 

 (集約都市開発事業計画の変更) 

第11条 前条第1項の認定を受けた者(以下「認定集約都市開発事業者」という。)は、当該認

定を受けた集約都市開発事業計画の変更(国土交通省令で定める軽微な変更を除く。)をし

ようとするときは、市町村長の認定を受けなければならない。 

2 前条の規定は、前項の認定について準用する。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1641   

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 地位の承継の承認 

法 令 名 

根 拠 条 項 
都市の低炭素化の促進に関する法律 第13条 

法 令 番 号 平成24年法律第84号 

【基準】 

 法第13条の規定による。 

 (地位の承継) 

第13条 認定集約都市開発事業者の一般承継人又は認定集約都市開発事業者から認定集約都

市開発事業計画に係る第9条第2項第1号の区域内の土地の所有権その他当該認定集約都市

開発事業の施行に必要な権原を取得した者は、市町村長の承認を受けて、当該認定集約都市

開発事業者が有していた第10条第1項の認定に基づく地位を承継することができる。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1645   

担当部署: 建設課  

処分の概要 公共下水道等の排水施設からの下水の取水等及び変更の許可 

法 令 名 

根 拠 条 項 
都市の低炭素化の促進に関する法律 第47条第1項及び第3項 

法 令 番 号 平成24年法律第84号 

【基準】 

 法第47条の規定による。 

 (公共下水道等の排水施設からの下水の取水等) 

第47条 低炭素まちづくり計画に記載された第7条第3項第5号イに規定する事業の実施主体

は、条例で定めるところにより、公共下水道管理者等の許可を受けて、公共下水道等(下水

道法第2条第3号に規定する公共下水道又は同条第4号に規定する流域下水道(同号イに該当

するものに限る。)をいう。以下この条において同じ。)の排水施設(これを補完する施設を

含む。以下この条において同じ。)に接続設備(公共下水道等の排水施設と第7条第3項第5号

イに規定する設備とを接続する設備をいう。第7項において同じ。)を設け、当該接続設備に

より当該公共下水道等の排水施設から下水を取水し、及び当該公共下水道等の排水施設に

当該下水を流入させることができる。 

2 公共下水道管理者等は、前項の許可の申請があった場合において、当該申請に係る事項が

政令で定める基準を参酌して条例で定める技術上の基準に適合すると認めるときでなけれ

ば、許可をしてはならない。 

3 第1項の許可を受けた者(以下この条において「許可事業者」という。)は、当該許可を受け

た事項の変更(条例で定める軽微な変更を除く。)をしようとするときは、公共下水道管理者

等の許可を受けなければならない。この場合においては、前2項の規定を準用する。 

4 下水道法第33条の規定は、第1項又は前項の許可について準用する。 

5 許可事業者は、第1項又は第3項の許可を受けて公共下水道等の排水施設に流入させる下水

に当該下水以外の物(第7条第3項第5号イに規定する設備の管理上必要な政令で定めるもの

を除く。)を混入してはならない。 

6 許可事業者については、下水道法第38条の規定を準用する。この場合において、同条第1項

中「公共下水道管理者、流域下水道管理者又は都市下水路管理者」とあるのは「都市の低炭

素化の促進に関する法律(以下この項及び次項において「都市低炭素化法」という。)第7条

第4項第1号に規定する公共下水道管理者等(以下この条において「公共下水道管理者等」と

いう。)」と、「この法律の規定によつてした許可若しくは承認」とあるのは「都市低炭素

化法第47条第1項若しくは第3項の許可」と、同項第1号中「この法律(第11条の3第1項及び第

12条の9第1項(第25条の18第1項において準用する場合を含む。)の規定を除く。)又はこの法

律に基づく命令若しくは条例」とあるのは「都市低炭素化法第47条第3項又は第5項」と、同

項第2号及び第3号並びに同条第2項中「この法律の規定による許可又は承認」とあるのは「都

市低炭素化法第47条第1項又は第3項の許可」と、同項から同条第4項まで及び同条第6項中

「公共下水道管理者、流域下水道管理者又は都市下水路管理者」とあり、並びに同条第3項

中「公共下水道管理者、流域下水道管理者若しくは都市下水路管理者」とあるのは「公共下

水道管理者等」と、同条第2項第1号中「公共下水道、流域下水道又は都市下水路」とあるの

は「都市低炭素化法第47条第1項に規定する公共下水道等(次号及び第3号において「公共下

水道等」という。)」と、同項第2号及び第3号中「公共下水道、流域下水道又は都市下水路」

とあるのは「公共下水道等」と読み替えるものとする。 



木曽岬町 法適用申請に対する処分個票 

2 

7 許可事業者が公共下水道等の排水施設に接続設備を設ける場合については、下水道法第24

条又は第25条の17の規定は、適用しない。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1650   

担当部署: 建設課  

処分の概要 測量標の使用の承認(公共測量) 

法 令 名 

根 拠 条 項 
測量法 第39条において準用する第26条 

法 令 番 号 昭和24年法律第188号 

【基準】 

 準用する法第26条の規定による。 

 (測量標の使用) 

第26条 基本測量以外の測量を実施しようとする者は、国土地理院の長の承認を得て、基本測

量の測量標を使用することができる。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 


